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IV わが国の刑事訴訟における準備手続論の展望
1 現行刑事訴訟法における準捕手続論の変遷
(1) 英米における準備手続の形成過程の背景
イングランド・クェーノレズにおいては，答弁指示聴聞が徐々に形成され，
現在では手続のーっとして構成されるようになった変遷過程とその背景を，
これまでに検討することができた。そこでの手続の特徴は，次のように挙げ
ることカ1できる。
第一lこ，準備手続が公判な開始する性格を有していること，第二に，準備
手続では当事者が十分な情報，争点，主張方法について提供すること，そし
て第三に，裁判官が公判を効果的に行う上で必要なことを行うための情報を
準備手続によって把握することである。これらの自的のために準備手続が
徐々に発展したと言える。 したがって，イングランド・ワェーノレズでは準備
手続が公判を行う上で極めて重要な役割を担いつつあるため，手続自体の正
当性，公正さの程度が必然的に関われるようになった。
一方， アメリカ合衆国においては，イングランド・クェーノレズのような試
みは，画一的に発展することがなかった。様々な違いはあるものの，基本的
に当事者主義という訴訟形式を採用する両者において，このような違いがあ
ることは興味深いことである。 しかし，イングランド・クェーノレズも，偲も
準備手続としての答弁指示聴聞に全面的に委ねているわけではなく，公判前
手続のーっとしてこの手続が組み込まれているだけである。その中で，その
具体的な効果，意義がなお関われ続けているわけでもある。一方で，アメリ
カ合衆国においては，様々な申立ての聴聞が行われており，これらが実質的
に準備手続として機能していると言えるのであろう。
しかも，公判前会議や答弁指示聴関は，いずれにせよ，当事者間の努力や
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能力に委ねられているという側面が強い。あくまでも f公判のための準備J
としての手続であるから，そのような準備を果たすかどうかは，一義的には
弁護人や検察官の努力に委ねられている。しかし，それをわざわざ裁判所が
主宰する手続を作るところに，このような定型的な手続の意義が関われるこ
とになる。そして，イングランド・クエーノレズの答弁指示聴開とアメリカ合
衆国の公判前会議そ比較すると，前者はそれを画一的に一つの手続として創
設しようとする試み(会商導入型)であるのに対し，後者はそれを試みたもの
の，なお法律的には会議ぞ開催するかどうか裁判官の裁量に委ねられ(裁判
所裁量裂)，結果としてあまり利用されない状況に歪ったということができょ
う。そして，それぞれ扱う内容にも違いがある。
そして，最大の論点は，このような準備手続の存在意義である。アメリカ
合衆国と異なり，顕一的かつ必要的に導入を果たしたイングランド・クエー
ノレズでは，結局のところ，その手続が巣たして有効であるのか， という問題
をめぐって，好余曲折・してきたと言える。 1993年刑事司法に関する王立委
員会は，その価値合全面的に認めなかった。政府は，その後，それまでの準
備手続が効果的ではないと，すでに実証的に指摘されてきたにもかかわら
ず，答弁指示聴聞を刑事法院に係る全手続に導入した。しかし，さらにその
後，オーノレド報告書もその効果についてはなお懐続的な姿勢を貫いたのであ
る。もっとも， このオーノレド報告書の姿勢に対して， そのように公判前手続
における準備活動を当事者任せにしておいてよいのか， といった懸念も予想
されるであろう。
このように，準備手続の意義と効果については，なお議論を呼ぶ要素が多
分にあると蓄える。そして，刑事訴訟をよりよくするための様々な呂的が，
準備手続の存在意義において関われていると替えよう。それは必然的に後述
するような様々な開題と合わせ論じられる契機ともなっている。
(2) 現行刑事訴訟法の制定過程における準備手続論
わが国の耶事訴訟法は，アメリカ的な当事者主義訴訟の導入，定着ととも
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に歩んできたと一般に認められている。その特徴の一つが，起訴状一本主義
による裁判官の予断・偏見の排除し公判中心主義の実現で、ある。証拠法で
は， f:云開法則が導入された。証拠開示についても，その後，判例によりその
範囲に関する議論など重要な論争があったものの，少なくとも証拠開示の重
要性自体は認められ，現在の立法に至っている。
しかし，現行刑事訴訟法制定の過程では，アメリカ合衆国の陪審裁判を実
現させているような公判期日そ集中的に行うということが，必ずしも十分に
意識されていたわけではないようである。むしろ制定過程では，出来の人権
を無視した手続を改めて，憲法上の理念をいかに反映させるのかに主眼が
あったことは明らかである。したがって，現行刑事訴訟法の制定過程とほぼ
時時期にアメリカ合衆国で熱〈議論されていた公判前会議の導入という論点
が， その当時，緊急、の立法課題として検討されていたわけではなかった。
もともと大正刑事訴訟法が施行されている段階で予審廃止論があり，その
中で準備手続の拡充が指摘されていたことがある1)。また現行刑事訴訟法の
制定過程でも，早々に，司法制度改正審議会第二諮問事項関係委員会第三回
会議では， r予審テ廃止シテ準備公判テ大イニ活用スjレコト」と髄われてい
た2)。また，その麗後の， r犯罪捜査ニ関スル人権擁護方策案Jでも， r予審
デ魔止シ公判準備手続テ拡充強化スノレコト」が取り上げられていた3)。この
ように，予審廃止と連動して公判準備が取り上げられていたが，その異体的
な内容は，現行刑事訴訟法の制定過程では，アメリカ合衆国の公判前会議の
導入という当時の立法とは異なる性格の議論であったと想像される。
そして，その後の立法過程においては， 1946年 1月7B r公判準備手続
拡張強佑ニ関スノレ措置要綱J，向月 10日「公判準備手続ニ関ス/レ規定要
綱J，同月 14日「公判準備手続拡充強記ニ関スノレ件Jの資料が残されてい
る。この段階では具体的な中身がある程度明らかになった4)。かなり具体的
になった 1946年 1月 17日「刑事訴訟法中改正要縮案jにおいては，予審廃
止と連動して，公判準備強化のために，①「裁判所ハ公判期日ニ於ケノレ取調
準備ノ為公判期目前証人，鑑定人，通事又ノ、翻訳人ニ対シ召喚状テ発スノレコ
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トテ得ノレモノトスノレコトJ，②「裁判所ノ、公判期日ニ於ケノレ取調準備ノ為公
判期日前被告人又ハ証人ノ訊問テ為スコトテ得ノレモノトスノレコトJ，③「裁
判所ノ、公判期目前証拠物若ノ、証拠書類ノ提出テ命ジ，鑑定若ノ、翻訳テ為サシ
メ又ハ押収，捜索若ノ、検証テ為スコトテ得ノレモノトスノレコト」を，明らかに
した。検察宮，被告人，弁護人は，それぞれ裁判所にこれらを請求できるも
のとした。さらに，裁判所は公務所，会社，その他の団体に照会して，必要
な事項の報告を求めることとしたほか，裁判所は受命判事に公判準備をさせ
ることができることも規定されている5)。
このように，準備作業では予審廃止が念頭に置かれていたものであり，
もっぱら裁判官の公判準備のための権限が規定されていたわけである。した
がって，当事者主義，さらには，その当時のアメリカ合衆国でも議論の焦点
の一つであった公判前会議のような発想が前面に出されているわけではな
かった。さらには，公判を重視するという記述もこの段階ではあまり見られ
なかった6)。
また 1946年 3月当時には， r情事訴訟法ニ対スノレ修正意見 (ProposedRevi-
sion of Code of Criminal Procedure) Jを，総胃令部民間情報部保安課法律案を作
成していた。もちろん，この修正案の影響はほとんどなかったと言われてい
るが7)，公判準傍手続については，大正刑事訴訟法の規定の存置，削除が述
べられている。
次lこ， 1946年 4月に審議されるようになった司法省刑事局別室で作成さ
れた「刑事訴訟法改正方針試案」では， r交互訊問制度Jが取り上げられ，
アメリカ合衆国の裁判制度の色彩が強〈出されている。さらに予審存置案も
提案していた「刑事訴訟法ニ対スノレ修正意見Jとも異なり，予審制度の明確
な廃止も宣言されている。この段階では，公判準備には，召喚状の発付，
類・証拠物の提出命令などの手続上の準備にとどめ， r実体的準備Jを行わ
ないものとすると表現されている 8)。翌月に司法省刑事局部室内で作成され
た「新憲法に伴い司法に関し本省として態度を決すべき事項J(昭和 21・5・29
刑別印)では， I公判準備は最小隈にとどめ，公判中心主義を徹底し公判の審
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理は所謂クロッスエギザミネーション制の採用そ考慮することj とされ，さ
らに，公判を重視する表現も見受けられる 9)。この段階では桔審制の採用が
取り上げられていたことも影響があったのであろうか。しかし周知のように
倍審制は，その後，実現することはなかった。ただし，公判中心主義はその
後も継承され，生き残ることとなった。
一般的に言えば，弊寄が多いために予審は廃止するという流れが， この当
時すでに形成されていたと言うことができるだろう。また当時，予審は公判
の準備手続であるという認識があったようである 10)。その後， I刑事訴訟法
改正要締試案」の作成作業が進められ， 1946年8月のものでは，予審廃止
が明確に述べられるに至っている11)。この試案では，公判準備の項目も従
来の提案に沿って取り上げられている。また，この要綱試案を 8月当時に検
した司法法制審議会第三小委員会の討議資料でも，特に顕著な対立が生じ
るような意見交換はなかったようである印。そして， I刑事訴訟法改正要
綱Jが討議されていくこととなるが，公判準備手続については，その後も自
立った議論が見受けられるわけではない。ただし， この当時，当事者の証拠
調請求権を導入する動きが見られるようになり， この改正要綱でも組み込ま
れた13)。これと同時に，裁判所の職権による証拠調をすることができると
いう規定も組み込まれていた(要綱第三五，ー参照)。 しかし刑事訴訟における
当事者主義化は念頭には霞かれていたようではあるが，その具体的なイメー
ジを激しく議論しているというわけでは，必ずしもないことがわかる。
なおこの当時のこととして，オプラ一氏が 1946年 2月に GHQに招かれ
て来呂したこと，民生局で刑事訴訟法改正を指導するスタップが整備されつ
つあり 14)，刑事訴訟法制定過程にも大きな影響を与えたことが，知られて
いる。そして陪年8月当時，司法-省刑事局は， I刑事訴訟法の改正に関する
中間報告書 Onterlocutoryreport concerning revision of Code of Criminal Procedure 
of Japanl J (昭和 21・8・12刑別印)を作成して，ブレイクモア氏に提出してい
る15)。もっぱら， この文書における最大の焦点は，裁判官の令状なしによ
る，検事・司法警察への強制権限付与の是非であったが，証拠調の項もかな
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り記載され(十八一二0)，注には f公判中心主義Jの語も見られる 16)。
以上のように制定過程を眺めてみても，アメリカにおけるこの当時の連邦
期事訴訟規則の制定過程，そして公判前会議の導入に関する議論がどの程度
影響を与えていたかどうかは，暁確ではない。しかし，いずれにせよ現行刑
事訴訟法制定過程では，人権保障，憲法上の理念をいかに反映させるかに重
きが置かれていたわけである。そして，当事者主義的訴訟の実際上の運用
は，その後に，主に議論されることとなったと言えるだろう。しかし，次に
検討するように，それはさほど長時間が経過することなし現行刑事訴訟法
成立以後，一つの開題として竿くも登場することとなる。
(3) 現行刑事訴訟法制定以後の裁判迅速化の諜題と集中審理
すなわち，現行刑事訴訟法制定以持には，裁判所は次の課題として訴訟遅
延に藍面した。そして， 1950年代には，訴訟遅延の対策と当事者主義的運
用が課題として取り上げられるようになった。例えば， 1950年に発刊され
た最高裁判所の報告書によると，次のように新刑事訴訟法の制定による影響
について総括されている。予審蕗止，公判中心主義の実現，当事者対等の原
則の実現などの効果が，ここでは関心の焦点となった17)。まず，第一審が
中心となる公判中心主義の導入によって，公判における集中した審理が必要
となり，時聞がかかるようになった， したがって，一カ月当たりの処理件数
が前よりも少なくなったという I針。具体的には， 1948年の当初の係争中の
事件数が 20，000件弱であったのが，右肩上がりに増え続け， 1950年当初に
は， 35，000件を超えたことが，大きな関Jむを集めたようである。そのため，
処理する割合は，今後，下降する傾向にあり，新刑事訴訟法の影響による裁
判の遅延の問題は重大な関心事であるため，何らかの救済策が必要となる恐
れもある， と指摘されている19)。その他，証人の数が増加したと指摘され
ているが，さらにこの当時，裁判宮がまずは質問して，次に，両当事者が質
問をするという二重尋問 (double-examination) も，遅延の問題に影響を与え
ていると指摘されている20)。
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ただし， 1950年代半ばになると，増加傾向については一応の歯止めがか
かった。最高裁判所の報告書によると，おそらくこの結果は新刑事訴訟法に
習熟した結果である， と指摘されている 21)。最高裁判所としては，事件負
担の問題には一応の解決が図られていたことを評価して，当事者主義に基づ
く訴訟形態が機能していると評価するようになったのであろう。
また 1950年代からは，現行刑事訴訟法の当事者主義訴訟構造のもとで，
審理を促進させようとした立法の動きも起こった。これは，主に， 1950年
代から 1960年代にかけて実務上の一つの課題として取り上げられた。その
結果， 1950年に事前準備に関する規則(刑訴規別 178条の 2)が導入されたの
そ始めとして， 1957年に交互尋問に関する寝目(刑訴規則 19条の2ないし
13)， 1961年に事前準備に関する具体的な内容が規則(刑訴規則 178条の3ない
し1)に定められた22)。この当時，この動向については， 1961年の事前準
備に関する規則導入を契機として，平野龍一博士が訴訟促進の方策について
論評している。それによると，訴訟を当事者主義化し，かなりの程度，訴訟
の促進が実現できることは否定できない， とされているが，訴訟の進むべき
方向とは逆ではないか， と主張されたお)。この批判の合意は，①検察官に
負担をかけ，かつ検察官を裁判官化するものではないか，②ますこ，かなり
の労力が検察官にはかかり，かえって第一昭公判期日が遅れ，訴訟が遅延す
るのではないか， というところにあった利。
そしてこの時期には，さらに具体的な運用のあり方についても研究され
た。いわゆる集中審理論の登場である。集中審理論について，まとまった形
のものとして公にされたものに， 1960年に出版された岸盛一・横山敏雄著
『事実審理jがある 25)。本書はその冒頭で，刑事裁判では， r事実の確定」
と「裁判の迅速jが重要であり，第一審の事実審理を充実させることが最も
有効適確な措置であると論ずるところから始まる26)。事実の確定には，思
惑を逸L，無事を菟に泣かせる結果となり，一方，十分に審理そ尽くすこと
は事件の争点と姐性とに証拠謂が結集され，手続が合理的に運用されるとす
れば，訴訟はおのずから迅速に進行すると説明される27)。また，現行刑事
106 
刑事訴訟における準備手続の役割と構造 (3・完)
訴訟法の当事者主義，そこからさらに弁論主義を前提として，再当事者の当
事者主義意識の高揚が重要であるとし，公判手続の自立性，聴く裁判の必要
性が説かれ，集中した審理の実現を「歯科治療的審理方式から外科手術的審
理方式へ」という比轍のもとに説かれている 28)。
そのため，同書も事前準備の重要性を説く。具体的には，まず，規那 178
条の2の規定が重要であるとする。それは，規則 194条による第一関公判期
日前の準備手続に裁判所が介入することを禁止していることを，理由として
いる。そこで，規則 178条の 2から，当事者の自発的な事前準備義務があ
り，この段階で，検察側，弁護側が双方に連絡を取り合って，準備すること
が含まれるとする29)。さらに，検察官には，証拠の最よりも証拠の質を選
ぶことを奨励し，刑訴法299条の範闘を前提として，証拠開示の必要性も指
摘する一方，弁護側についても事前準備の重要性が指摘される30)。一方，
予断排除の原則についても，書証の開意・不同意について，証人の数を担握
することは，実体に立ち入るものではないから問題はないとし，むしろ規則
194条の 3が規定するような事件の実体を準備しではならないのだと説明す
る31)。
その他， I争点中心主義Jを掲げ，裁判官は，当事者によって提示される
争点のうち，何が訴訟上価値があるものであるかそ確実に判断しなければな
らない，いわゆる「航海になくてはなら均羅針盤jであると表現する 32)。
また，再審が前提とする当事者主義は，自由放任を許すものではなく，適切
な訴訟指揮によって，場合によっては被告側の弁論能力を補充しなければな
らないし，いわゆる「おせっかいと挟手傍観と両腕の中間に横たわる狭い道
を発見して歩まなければならない」との比鳴を利用しながら，適切な訴訟指
揮の可能性を示唆しているお)。
以上が，集中審理論の簡潔な概要である。この集中審理ぞ実現させるため
の方策として，問書は荷当事者による事前準備の重要性を指摘している。さ
らに問書では，具体的な方策として交互尋問の重要性を啓蒙し，証人尋問の
技術について詳述されていくのである。したがってその内容は，アメリカ型
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の当事者主義訴訟のイメージと重なる。またそのような運営が適正手続
(デュープ口セス)な実現する手段であると想定している。同書の理論は，現
行刑事訴訟法制定以降，当事者主義的訴訟形態の運用を，実際に日本の府事
訴訟に持ち込む意図のもとに，構想、されていると評価することができるだろ
う。アメリカ合衆国の実践例がしばしば紹介されているところからも，アメ
リカ合衆閣の裁判像が集中審理のモデノレとして影響を与えている。
一方，問書の集中審理に関する理論においては，準備手続については，基
本的lこは裁判所が介入するのではなくて， r自発的にされることが望まし
い」とされ， rどうしても解決されなかった問題だけを法廷にもちこむJと
想定しているところに，その特徴が現れている 34)。このような議論は，当
時のアメリカ合衆国でなされていた公判前会議に関する有力な議論と，ほぼ
類似している。実際に，同書は，アメリカにおける公判前会議を紹介して，
カヲフマン裁判官「と思われるニューヨークにおける刑事裁判官の実践を?付記
しているところが興味深いところであるお)。問書のアメリカ法への関心の
高さは，この部分からも窺うことができる。もっとも問書の構想では，公判
前の定型的な会議の導入が，具体的に提案されているわけではない。当時の
アメリカ合衆国でも，公判前会議が連邦刑事訴訟規則に盛り込まれているわ
けではないことから，むしろ，両当事者の自発的な準備活動に委ねていると
ころには，その時代背景が影響を及ぼしていたとも推測される。いずれにせ
よ，陪書には，定型的に公判前会議を開催するという発想、はない。
この集中審理論は，その後，実を結ばなかったというのが一般的は評価で
ある。むしろ，集中審理の理想とはあまりにもかけ離れた審理経過を?とって
いると思われるものも見受けられる36)，などと指摘されるようになった。
それではなぜ，集中審理論は実を結ばなかったのであろうか。その理由とし
て，①学生事件を始めとする労働・考案事件の頻発，②証拠開示につき公
判廷における裁判所による調整をまたなければならなかったこと，③集中
審理方式に対する批判があったこと，すなわち弁護側申請の証拠を制限し，
訴訟促進の形のみで集中審理の方向が現出したこと，と分析されている37)。
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その背景として，例えば，被告人の納得や防御権よりも訴訟促進政策を重視
するものであったと評されている38)。具体的には，検察官の冒頭陳述を前
提として， どの部分を認めてどの部分を争うのか項目別に明らかにすること
が弁護慨に要請されていて，そのような要請自体に批判があったとされたり
している39)。
例えば松尾浩也博士は，刑事訴訟法の歴史の分析の中で，制定以降の 10
年"-'20年目の段階で「集中審理j を取り上げている。そこでは，新しい刑
事訴訟法と!日態依然たる実務とのコントラストから生じた違和感を捺去しよ
うという努力だと見ると，弾劾的捜査観の主張と共通の基盤を持っていると
されている。その結果，刑事訴訟規期の改正という形で改革を生み出した
が，被告人から十分な弁護の準備期簡を奪うことにはなりはしないかという
批判があったとされている制。さらには，その後の 10年聞は流動の時期に
あたり，ほとんど浩え去ってしまい，弁護士ぞ含む法曹三者が消極的であっ
たと指摘している41)。さらにその理由として，博士の主張される「精密司
法Jのもとにあっては， i公訴提起の段階で， もう固めるべきものは完全に
臨めているといっていいかもしれない。そして，それを裁判でもう一遍やろ
うというのであるから，あとは時間をかけてゆっくり突き崩していくよりし
ょうがないから，公判の開廷は一週間に一自でもおおすぎることになる。こ
こに日本的刑事手続が現れる。少なくとも変えようと考えた方向へは， 30 
年を経て，変わらなかったJと分析されている42)。
当然のことながら，このような過程では，事前準備を双方の当事者が集
まって，裁判所で行うというような発想は，ほとんど現実化しないことに
なったのであろう。ただし，現在の視点と比較法的見地からすれば，集中審
理論の内容自体は，当事者主義化という視点から考えた場合には，その発想、
は筋が通っていたと評価することが可能である。しかし，この主張は公判の
活性化とそのための準備という観点、からのみ，物事を認識したところに弱点
があったと言えるであろう。例えば，当時，公判前会議の導入の過程で，証
拠開示を進めていこうという議論がアメリカには存在したが，そのような証
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拠開示論の重要性という関連から物事を論じているわけでは必ずしもない。
しかも，両当事者，特に，検察側の積極的な証拠開示の姿勢が，裁判所の介
入のない段階で求められてしかるべきであるが，そのような当事者主義訴訟
の発想、まで，十分に考慮されているわけでもなかったように見受けられる。
しかも，準備手続は，英米の訴訟の仕組みを?参考にすると，基本的lこは再
当事者の快い協力があって初めて実現されるものである。当時のアメリカ合
衆国の動向は，このことを十分に認識させられる。しかし日本の場合には，
すでに当時から指摘されていたように，弁護権の不十分さをも射程に入れる
ことがなかった。したがって，証拠開示の他に，重要な問題で、ある弁護権を
考慮することがなかったことも，やはり重大な弱点であったと評価すること
ができる。もちろん，弁護権の不十分さということは，両当事者の片側に薦
入れするものであるという反論が予想される。現に『集中審理』の著書の中
では，第一回公判期日に実質的審理に入ることができない簡が多しその原
因を，弁護人が，十分な準備期聞を用意されていたにもかかわらず，準儀し
ていなかった場合を挙げている43)。確かに，このような側面そ完全に否定
し去ることは難しいであろう。しかし，問題はそのような発想ではなしむ
しろ，制度全体を調野に入れて，構造的に検討することである。
総じて言えば，鰐度全体を考察すること抜きにしては，準備手続を円滑に
運用することが難しいことは，例えば国選弁護制度の強化だけに隈られない
ということでもある。この観点が当時の『集中審理』を諮る上でなお十分で
は必ずしもなかった。しかしこのことは，現在の問題状況とも通じることに
なる。
(4) 公判前整理手続の創設とその特徴
わが国では， 2004年刑事訴訟法改正により，新しい準備手続として公判
前整理手続が導入された。なぜ，新しい準備手続が導入されたのか。基本的
には，例外的に長期係属事件の存在があったこと，そして裁判員制度の導入
が，最大の理由である。
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そしてE司法制度改革審議会においては，当初から，いわゆる何らかの聴間
ないしは会議を一向で介して行うような準備手続をまずは設立するというこ
とが構想されていたと蓄えよう。当初，イングランド・ワエーノレズの答弁指
示聴関の存在も指摘され44)，定型的な準備手続のあり方が模索されていた
ように見える。さらに，刑事司法のあり方が議論された機会に，当初から最
高裁判所は， i事前準備と争点整理の義務化」が必要で、あるとしていた45)。
その後，準備手続を設ける必要性の知伺や，その手続がどのような事件で具
体的にどのように必要とされるのかといった論点よりも，まずは公判前の準
備手続を拡充することに重きが霞かれ，一方で予断排除の原則との抵触につ
いての議論に焦点が移っていったように見受けられる 46)。そして，司法制
度改革審議会の意見書によれば，次のような理由から準備手続の創設が提案
されるに至ったと言える。
「審理の充実・迅速化のためには，早期に事件の争点、を明確化することが
不可欠であるが，第一回公判期日前の争点、整理に関する現行法令の規定
は，当事者の打合せを促す程度のものにとどまり，実効性に乏しいことな
どから，必ずしも十分に機能していない。
また，検察室の取調べ請求予定外の証拠の被告人・弁護人側への開示に
ついては，これまで，最高裁判例の基準に従った運用がなされてきたが，
その基準の内容や開示のためのノレーノレが必ず?しも明確でなかったことも
あって，開示の要否をめぐって紛糾することがあり，円滑な審理を担害す
る要因の一つになっていた。
そうした現状を踏まえ，公判の充実・迅速化の観点、から，…〔略〕…具体
的な方策を講じるべきであるJ47)。
以上のように述べて， i第一回公判期日の前から，十分な争点整理を行
い，明確な審理の計睡を立てられるよう裁判所の主宰による新たな準備手
続」が提案された48)。ここで「必ずしも十分に機能していない」と評価さ
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れているのは，それまでの事前準備の手続と準備手続である49)。実際上，
日本の議論では，これまで予断排除の原則から，準備手続に裁判官が関与す
ることには慎重で、あったと言えるであろう。第一臣公判期目前の「事前準
備」においては， r事件につき予断を生じさせるおそれのある事項にわたる
ことはできないJ(刑事訴訟規郎 178条の 10第 l項)としている。第一居公判期
日後の「準備手続」は， r公判の審理を迅速且つ継続的に行うため，事件の
争点及び証拠を整理すること」を百的とする(規郎 194条2項)。そして，証
拠調の請求をさせること，立証趣旨，尋問事項等を明らかにさせること，刑
訴法326条の間意をするかどうか確かめること，刑訴法327条による書面の
取調べの議求をするかどうかを確かめること，証拠調をする決定または証拠
調の請求を却下する決定をすること，証拠調の語求に関する意義申立に対し
て決定をすること，証拠調の順序及び方法な定めること(規則 194条の 3参
照)といった，今後の審理方針を決定する重要事項について裁判官が関与す
ることができた。ただし，第一回公判期毘前lこは裁判所が行う準備手続はで
きなかった(規則 194条l項但欝)50)。
そのため，第一囲公判期日前の事前準備の範囲やその程度がはっきりして
いないことへの疑義も出されていたという問。まずこ，学説上も，裁判官が
「事前準備j の段階で，実質的に実体に関与することには，概ね消極的で
あったということがでぢる。一般的には， r事前準備jは起訴状一本主義か
らこのような内容に裁判所が関与することが許されないとされ，準備手続で
は，起訴状一本主義が，むしろ事件の実態に触れ，訴訟の内容を実霊的に規
制するものとして説明されてきた52)。こうした背景もあり，予断排除の原
則に新しい準備手続は抵触するのではないかが，大きな開題として浮上した
のであるお)。
新たな刑事訴訟法改正は，その後， j'立法制度改革における裁判員制度・刑
事検話会で詳細が議論された。特に第8，9回会議と第 19田会議で，集中的
に議論されている。特に第羽田会議で，具体的な内容が議論された。この
段階では，主に準備手続の主宰者については，裁判員制度対象事件の場合に
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は，受訴裁判所が主催するか，それ以外の裁判所が主宰するかという問題が
併記されていた。また被告人の主張呈示について二案が併記されていた。す
でにこの段階で，必要的準備手続が明確に規定されて，一方，準備手続のプ
ロセスが明確に提案され，準備手続の出席者，内容，準備手続結果の顕出が
表現されていた54)。この段階での大きな争点は，予断排除の防止と準備手
続との関係，そして証拠開示法制と被告人の黙秘権・自己負罪拒否特権との
関係であった。
その後，議論を経て，主に，以下の手続的骨格が議論され，立法化される
に至った。
① 公判前整理手続の決定および目的としては，裁判所は，充実した公判
の審理を継続的，計画的かつ迅速に行うため必要があると認めるとき
は，検察官および弁護人の意見そ聴いて，第一回公判期日前に，公判前
整理手続を開催できる。裁判員裁判の場合には必要的に開催する。第一
回公判期日前の準備手続は，受訴裁判所が主宰するものとする。裁判員
制度対象事件においては，受訴裁判所を構成する裁判官が準備手続に関
する権眼を有する。
② 準備手続には，検察官および弁護人が出席する。したがって，検察
官，弁護人が出頭しなければ手続は開催されない。被告人は，関係人出
頭の上での準備手続に出席することができる。したがって，被告人に弁
護人がいなければその手続を行うことができない。
③ 公判前整理手続においては，事件の争点整理，証拠決定および証拠諦
の}I国序を定めることなどを?行う。準備手続は，できる隈り早期に終結さ
せるように努めなければならないものとする。準備手続においては，特
に次のことを行うものとする。すなわち，訴国又は罰条を明確にするこ
と，争点の整理，証拠開示に関する裁定，証拠調べの請求をさせるこ
と，立証趣旨，尋問事項等を明らかにさせること，証拠調べ請求に対す
る意見の聴取，専ら証拠能力の判断のための事実の取調べ，証拠調べ決
113 
定又は証拠調べ請求の却下，証拠調べの}I麗序および方法の決定，公判期
日の指定その他審理計画の策定である。
④ 争点の確認等については，準備手続終了後の主張を制限する輔度は設
けない。準備手続終了後の証拠調べ請求については，検察官，被告人ま
たは弁護人は，やむな得ない事自によって請求をすることができなかっ
た場合を除き，準備手続の終了後に新たな証拠の取調べ請求をすること
はできない。ただし，裁判所が職権で証拠調べそすることを妨げるもの
ではない。 55)
①については，公判前整理手続の性格を最も特徴付けるものである。結
局，最終的には，裁判員裁判では必要的(裁判員法49粂)，それ以外は裁量的
(刑訴法316条の 2) となったのである。したがって，裁判員裁判の場合には，
イングランド・ワエーノレズのように必要的手続が採用された。それ以外につ
いては，刑事訴訟法改正においては新たな公判前整理手続が示され裁判官の
裁量に委ねられていることから，アメリカ合衆国の公判前会議の形式を採用
していると言えよう。ただし，法律上そのようになっているものの， この準
備手続を重視するかどうか，実質的に役割を果たすほど利用されるかどうか
は，裁判官に委ねられていることはいうまでもない。またその重みもアメリ
カ合衆国のものとは異なる可能性も否定できない。
@については，被告人の出席は必要的でなく(刑訴法316の9)，弁護人・検
察官の出席は必要約(刑訴法316の7) とされた。したがって，弁護人，検察
官の意見を聴いた上で，両者の出席を不可欠のものとしているため，最低限
の準備手続としての形を基礎付けている。しかし，被告人の出席については
可能であるという規定となっているところが，イングランド・クェーノレズの
手続とは決定的に異なるところである。アメリカ合衆閣の公判前会議におい
ても被告人の出席が前提とされている向きがある。むしろアメリカ合衆国で
は被告人の手続への出席の放棄を明確に求めるところから，立法のあり方と
してはやはり違いがあることになる。
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一方で， これらの手続のあり方は，基本的にはこれまでの刑事訴訟規則に
おいて定められているものと，大差はないと指摘することもできるであろ
う。これまでは，第一居公判期日前の「事前準備Jとして， I裁判所は，適
当と認めるときは，第一間の公判期日前に，検察官及び弁護人を出頭させた
上，公判期日の指定その他訴訟の進行に関し必要な事項について打合せを行
うことができるj とし(規郎 178条の 10第 p真l，第一屈公判期日後の f準備
手続Jとして， I裁判所は，第一回の公判期自後に，複雑な事件について，
必要と認めるときは，各公判期日前，何時でも準備手続をすることができ」
「準備手続は公判の審理を迅速かつ継続的に行うため，事件の争点及び証拠
を整理することJを自的とし， I訴訟関係人は，進んで協力しなければなら
ないJこととされていた(規郎 194条)。これら「事前準備JI準備手続Jは，
このように裁判所の裁量に委ねられているため，裁判員裁判の場合には別と
して，これは今回の改正法し基本的な性格において大きな差はないと指識
できるであろう。もっとも， I準備手続」は， I検察官，被告人及び弁護人を
出頭させてしなければなら」ず， I裁判所は，あらかじめ出頭しない意思を
明示した者がある場合において，相当と認めるときは，その出頭をまたない
でこれをすることができるJ(規郎 194条の 2第l項)とあるから，新しい公判
前整理手続は，むしろ，準備手続への訴訟関係人の協力姿勢をより鮮明に求
めたものということができる。しかも， I準備手続」は第一間公判期日後で
あり， I事前準備」の段階に公判前整理手続を導入しようということ，さら
に対象範囲をこれまでの複雑な事件に限定していないことなどが挙げられる
ため，より積駆的に手続の存在意義，利用可能性が高められたことになる。
③については，公判前整理手続で扱われる事項(刑訴法316ののとして，
刑事訴訟法上，定められた。この具体的な内容については，特に，刑事訴訟
法316の5条 7号との関係で証拠能力が争われた場合，事実調べをするのか
どうかが，重要な論点となっている。一般的には，証拠決定ができる規定に
なっているが，具体的に事実調べぞ証人を立てて証暁するということになる
と， そもそも公判前繋理手続が予定しているものとは異なることになる。た
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だし，その具体的な構造については，刑事訴訟法上なお不明離なところが多
い。具体的には証拠決定をするために，アメリカ合衆毘のような公判前申立
てによって，証人が出廷して取り調べるといった， ミニトライアノレのような
ものを想定しているとは思われない。また，条文上明確ではないが，非公開
であることが前提とされているところに，公判前整理手続の特徴を表してい
る。また，被告人の出席が必要的ではないことを考えると，このようなミニ
トライアノレ的な手続が予定されているようには思われない。そこで，例え
ば，違法収集証拠や由自の任意性の判断は公判で行うという解釈が登場する
のも，当然のこととして首肯されることになるだろう 56)。
長むについては， i裁判所は，審理の経過にかんがみ必要と認めるときは，
検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴いて，第一回公判期日後に，決定
で，事件の争点及び証拠を整理するための公判準備として，事件を?期日開整
理手続に付することができるものとしjた。この場合も f弁護人がなければ
開廷することはできないものj とし， i被告人又は弁護人は，証拠により証
明すべき事実その他の事実上及び法律上の主張があるときは，第296条の手
続に引き続き，これを明らかにしなければならないj ものとされた。さら
に， r裁判所は，公判期日において，裁判所の規則の定めるところにより，
公判前又は期日間整理手続の結果を明らかにしなければならないJ(刑訴法
316条の 3第 1号)ものとした。この場合には， i検察官及び被告人又は弁護人
は，やむを?得ない事由によって公判前又は嬬日間整理手続において請求する
ことができなかったものを除き，当該手続が終わった後には，証拠調べを請
求することができないJ(刑訴法316条の 32第1項)ものとされた。
このような規定は，公判前整理手続の意義合より積極的に見出すためのも
のとして模索したものと理解することができる。すなわち，後に新たに当事
者から証拠調べ請求を頻繁にすることになると，わぎわざ公判前に整理する
意味が部がれることになる。そして，最終的には，公判前整理手続を両当事
者が重視せず，おざなりになってしまうというイングランド・ワェーノレズの
答弁指示韓関と同じ問題が生じる可能性もあるだろう。しかし， しばりをあ
116 
刑事訴訟における準備手続の役割と構造 (3・完)
まりにもきつくすると，訪御の機会が損なわれることとなり，公判前の手続
に比重がかかりすぎることとなる。同様のことは，訴追慨にも蓄えるであろ
う。言い換えると「やむを?得ない事由J(刑訴法 316条の 32第 1項)の解釈は，
公判前整理手続を開催する意義を重視すればするほど，解釈が厳格になるも
のとして作用する。そのため，今回の立法はそのような弱点を考慮しなが
ら，微妙な地位を公判部整理手続に与えたことになる 57)。
このように，わが国の準備手続の議論，立法の変遷を概観し，アメリカ合
衆国の公判前会議やイングランド・クェーノレズの答弁指示聴聞との比較を交
えながら，その特徴を検討してみた。もともと，アメリカ合衆国の公判前会
議の議論は，わが留の準備手続論に間接的にも影響を与えていた。しかし，
その後，わが国で立法化された公判前整理手続は， この公判前会議とはかな
り異なる構造であることがわかる。また，イングランド・クエーノレズの答弁
指示聴聞とも同じではない。しかし，様々な違いがあるとは言え，当事者主
義的訴訟構造を採用している 3カ国において，刑事訴訟理論や裁判論におけ
る準備手続のあり方には，やはり議論のための共通の基盤があるのではない
だろうか。そこで，このような歴史的な結びつきを踏まえながら，準備手続
をめぐるいくつかの手続論について検討してみよう。
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すなわち，自白法則，伝聞法則，違法収集証拠排徐法則が問題となった場合には，
事例によっては証拠の信用性判断と深〈結びついている場合もあるし，社会的な規
範意識に照らして判断する方が妥当な結論ぞ得られる場合もある。したがって，そ
のような場合には，裁判員を傍聴させ，意見を聞くことが望ましいとする。
57) なお， 日本弁護士連合会裁判員制度実施本部編『公判官立獲理手続を活かす一一新
たな手続のもとでの弁護実務J104-7頁(現代人文字土， 2005年)によれば，刑訴法
316条の 32第 1項の「やむを得ない事EEJは，刑訴法382条の 2第 1墳の解釈を援
用すべきではなく，前者の意味は，後者よりも広〈解釈すべきであるとする。
2 刑事訴訟の理論と準備手続論
(1 ) 準備手続と司法取引
イングランド・クエーノレズの答弁指示聴聞については，刑事訴訟の原則に
関わる諮樺的評価も見受けられる。すなわち，当事者主義において協力的要
素を導入することへの麓開である。答弁指示聴関においては，論争的な雰囲
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気ではないことになるから，被告人が弁護人に対して共感を抱かなくなるの
ではないか， という懸念が表明されることとなる。そこで，実際にソリシ
ター協会 (LawSociety)は，このような要素が組み込まれないようにソリシ
ターに注意を促したということもあった九このような要請は，当事者主義
な採用する刑事手続の基本構造にどのように準備手続が位置付けられるのか
という問題にも繋がることを示唆している九
これをさらに突き詰めると，準備手続を語る上で，答弁取引を見落とすこ
ともできないことになる。イングランド・ウエーjレズにおいても，答弁指示
聴開などが発麗していくことになると，法捧家閣の妥協として答弁取引が生
まれ， それが刑事手続の基本構造において有害で‘あるどうかという問題が関
われることとなった。そのようなことになると被告人が十分に専門的に助言
され，考える時聞を持つことができるのか， という問題も浮上する。現に被
告人に対して有罪答弁をさせるような不当な圧力があるのではないか，その
ための手続として答弁指示聴関は機能していないか，という批判がなされる
こととなる人間じことはアメリカ合衆閣の公判前会議についても指摘され
ている。すなわち答弁取引が制度として組み込まれているアメリカ刑事司法
においては，公判前会議を利帰することについて慎重な意見があり，特に公
判前会議が答弁取引の実務な促進さぜると，指摘されることもあったのであ
る久このように，取引という側面が導入されることへの懸念は，十分に理
解できるものである。なぜなら，もともと刑事訴訟においては，準備手続は
「準備j としての目的しか，念頭に入れられていないからである。
この点についての学術上の議識を眺めてみると，公判前審理についてのモ
ノグラフを著したボーノレドイン教授の研究がある。この研究では，マジスト
レート裁判所の調査をもとにして， 1980年代のイングランド・クェーノレズlこ
刑事司法制度について，いくつかの見解そ述べている。その中で，このよう
な公判前聴聞の発展により，妥協・交渉という要素が公判前聴器に入り込む
余地があると指摘している。もちろんこの発展には，証拠開示の実務が大き
く関わっていたということもできる。そこにアメリカ合衆国とは，若干，異
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なる側面がある。また，そのような取引を認めるかどうかという刑事訴訟全
体の中での議論もあり得るから，準備手続の導入が，即刻，取引的要素を持
ち込むということにはならないであろう。しかし，準備手続を語る上で，十
分に配慮すべき問題を，ボーノレドイン教授は提起していると言える。そこ
で，ボーノレドイン教授は，結論として，準備手続への被告人の出席色準備
手続の成立のための必要条件として主張していることが注目される 5)。
あるいは，このような視点は，公判前会議を積極的に主張していたカワフ
マン裁判宮の見解とも繋がるであろう。すなわち，カワフマン裁判官は，有
罪答弁における交渉の余地を公判前会議に持ち込むことに対して疑問を提起
している。そして，被告人が公判前会議に対して反対する場合には， これを
開催することができないとし，少なくとも会議において，依頼者を権利放棄
させるように弁護人が庄力をかけではならないと主張されている叱もちろ
ん，カワフマン裁判官の論説は，おそらく， 1950年代のアメリカ合衆国に
おける公判前会議に消極的な一般的雰囲気を皮映していたものと予想され
る。しかし，それを加味したとしても，カクブマン裁判官の論説の意味する
ところは大きいであろう。すなわち，カタフマン裁判官によれば，公判審理
の充実こそが本論であり，刑事手続において，まずは被告人の権利を保障す
るということ自体に重要な価値を見出すからである。
さらに，少なくとも，ボーノレドイン教授の研究では，結論として，準備手
続において考えられるべきことは，被告人の黙秘権の保障とその他の裁判原
則が等しく妥当すべきであると指摘されている 7)。このように考えると，準
備手続のあり方を鑑みる場合の最重要事項の一つは，被告人の黙秘権保障で
ある。わが閣の公判前整理手続では，黙秘権の告知が行われる(刑訴法316条
の9第 3項)。この規定は，最低限，保捧されるべき重要な手続成立のための
条件であることが理解できるであろう。
また，準備手続の手続的儲値症と基本的に損なわないように考えるとすれ
ば，十分な訴追側の証拠開示と被告人の権利保護を実質的に要求すること
が，やはり重要であるということになろう 8)。
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(2) 準備手続と裁判の遅延
次に，準備手続は裁判の迅速化・効率化という観点、からも議論されてい
る。例えば，イングランド・ワェーノレズの答弁指示聴関は，様々な背景のも
とで形成されてきたと言える。具体的には，証拠開示制度の発展の受け皿と
しての側面，争点の明確化の要請のための手続的側面の他に，司法制度の運
営上必要とされ，すでに触れたような“crackedtrial"の防止(答弁の確保)
といった側面がその形成の背景にある。したがって，裁判遅延の防止(時間
の有効利用)といった側面がその形成の背景にあることは，否定できないで
あろう。
現にここ数年間のイングランド・クェーノレズでは，裁判遅延の防止につい
てはいくつかの報告書が出され，その具体的な対策が議論されているへそ
の中で，答弁指示聴時をすべての事件について開催するかどうか，そもそも
議論が分かれていると替えよう。ただし，裁判遅延の問題は様々な部分に波
及して議論され，準備手続の問題だけに関わる問題ではないということにも
注意すべきである。例えばこの問題は，イングランド・ワェーノレズにおいて
は，ソリシター，パリスターの分化された弁護士制度の陪題にも繋がってい
る。また，裁判迅速化に準備手続がどの程度寄与したのか， その効果を単純
に測ることは，難しい問題でもある。
この点で準備手続が有効か否か，迅速化のために取引が助長されるかどう
かという観点、は，民事訴訟における準備手続に関する議論が参考になる。例
えば，アメリカ合衆国の公判前会議については，民事訴訟で広〈利用される
に至っている。そこで，アメリカ合衆国の民事訴訟に関する研究では，この
準備手続が，和解の成立にどの程度影響するのかが一つの争点となってい
る。かつて，民事訴訟の分野における実証的研究として著名なローゼンバー
グ教授の研究によれば， この手続が有効で、あるかどうかという点の他に，民
事訴訟における公判部会議と和解との関連性が検討されている。同研究によ
れば，公判前会議を開催したサンア。ノレと，公判前会議を開催しなかったサン
プツレ， そして， (弁護士が選択したことによる)公判前会議を開催したサン
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フソレとの詑較から，次のような結論が出されている。①公判前会議により
事件が公判まで進まないということはない。②公判前会議は，公判を必要
とした事件の公判で，時聞を省略させることはない。③公判前会議は陪審
放棄の頻度を上げることはなく，実際に頻度を下げている。④公判前会議
比公判に進まず，和解となった事件を減少させていることはない。⑤公
判前会議の裁判官は公判前会議によって公判の必要性がなくなるだろうとは
考えていない。⑥公判能会議の裁判官は，公判に必要とされる時間を短縮
させたとはあまり考えていない。⑦公判前会議は裁判宮にかなりの時閣を
費やさせている10)，などと。
自本の民事訴訟の場合でも，裁判所が主宰する準備手続として，準備的口
頭弁論，弁論準備手続，書聞による準備手続の三種類が用意されている。こ
のうち，口頭弁論とは異なり，公開を要しない期日が関かれる弁論準備手続
が，準備手続としての主要な役割を果たすのではないか，といった予測があ
るだろう。またこの過患で，弁論準備手続に和解の裁定を採る可能性の是非
も，一つの争点となり得る。そこでは，準備手続としての性格lこ徹するべき
なのか，そうでないのかといった本質が，その議論の分かれ道である 11)。
同様の議論は刑事訴訟においてもあり得るであろう。つまり，刑事訴訟に
おける準備手続が後の公判にとって有効であるかどうかは，おそらく観念的
には議論し難いものである。それゆえ本来的には，イングランド・ワエーノレ
ズの試みやローゼンパーグ教授の研究のように，具体的な実証的研究は不可
欠であろう。
ただい刑事訴訟と民事訴訟との相違を鑑みると，特に，刑事手続の場合
には被告人の権利保樟という憲法上の権利，デュープロセスの保樟を考える
必要がある。この点、は，アメリカ合衆匿における公判前会議の導入において
議論されていたプロセスを鑑みても，看過できない。そこでは民事訴訟と刑
事訴訟の相違が明確に意識され，刑事訴訟に固有の議論も存在していたから
である。両者をj可ーに理解することはできないであろう 12)。
125 
(3) 準備手続と弁護人の援助を受ける権利・裁判官の役割
準備手続の構造を検討する場合には，さらに具体的には，裁判官の介入の
程度や準備段階の弁護活動の重要性を議論する必要がある。例えば，イング
ランド・クエーノレズにおいては，答弁指示聴聞を拡大させることは，裁判官
の介入度合いが強まることに繋がるのではなし、かといった議論への契機もあ
る13)。それは，結局は，当事者主義を基本とする刑事手続の基本構造を侵
害することになるのか， といった議論に繋がることになっていく。一方で，
すでに指掃したように，弁護人と検察官は妥協するようになり，そもそも当
事者敵対的な雰閤気が損なわれることになっていくかどうか， という議論も
提起される 14)。ただし，このことは，裏返しの問題，すなわち，検察側，
弁護側の法律家の質が準備手続によって向上し，結局は訴訟の効率的な運営
の役に立つのかどうか， という問題として議論されることもある。
例えば，弁護人の質の向上という課題について，アメリカ合衆国におい
て，公判前会議に注目している論文がある。すなわち，クライン教授による
弁護悌怠を是正させる場として，公判前会議を利用すべきであるという提案
である。それによると，例えば，証拠開示に関する申立てについてや，また
なぜその他の申立てを?していないのかということについて，あるいは，被告
人とはどの程度会ったのか，公判準備のためにどのような法律問題について
調査されているのか，証人と接触して直接したかどうかなどについて，裁判
官が公判前会議ぞ利用して弁護人をチェックすることを提案している。弁護
人による準備の程度はその他の援助活動とは異なり客観的に把握できるとい
うのが，この提案の理由の一つである。そして，公判前会議の長所として，
弁護人が裁判官に伺らかの意図を伝達することができる場であることが挙げ
られている。すなわち，弁護人は公判前に調査して，十分に準備を?しなけれ
ばならない。しかし場合によっては，弁護人は裁判所に，準備時闘がないた
めに公判を始める用意ができていないと公判前会議で知らせることができ
る，それゆえ裁判官もその主張を無視することは難しいと理解できるという
のであるお)。
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このようなクライン教授の提案は，有効な弁護を受ける権利 (Rightto ef-
fective counsel)が憲法上の権利として明確に発展し，その権利が侵害された
として争われるアメリカ合衆国の那事手続の理論的展開を反映させたもので
あると評価できるであろう凶。したがって，そのような侵害状況を是正す
る一手段として公判前会議が注目されたと雷えるのであろう。当事者主義的
な訴訟形態営採用する隈りは，両当事者の事前準備は重要となりつつある。
実際にアメリカ合衆国では，有効な弁護を受ける権利の保障の上では準備
(preparation) と調査 (investigation)がその重要な要素のーっと位置付けられ
ていることも，その反映であるだろう。しかし，それは一方で、，裁判官の役
割とは何かが向われることにもなり，裁判官の役割を考える契機をこの提案
は示唆している。
イングランド・クエーノレズの答弁指示聴間の意義をめぐるザ、ンダー
教授の見解でも，やや視点が異なるものの，弁護側準備という観点から業綴
手続の意義を見出そうとするところに共通点が窺われる。すなわち，答弁指
示聴閣は被告人とパリスター， ソリシターが直に会うことができる絶女子の機
会であって，弁護側準嬬の充実化を考える上で，答弁指示聴問の存在に重要
な意義を見出そうとしている。
問題は，このような公判前の段階で裁判官が関与することに対する負の棚
面である。すなわち，わが閣で議論されるように，予断排除の原則からすれ
ば，事前lこいろいろな情報に接することは，裁判官に偏見を与え，公正な裁
判に支障をきたすのではないかといった懸念がある。もっとも，英米の準備
手続の場合には次に陪審裁判が控えているから，あまり予断排除についての
懸念が生じるわけではない。例えばイングランド・ワェーノレズでは，むしろ
公判裁判官と同じ裁判官が答弁指示聴閉そ担当していないこと自体を開題と
する向きもある。それは，同じ裁判官が担当することによって準備手続が意
義深くなるからである。しかし，公判を担当する裁判官と同じ裁判宮が事前
に準備手続に関与することについては，まったく議論がないわけでもない。
僻えばアメリカ合衆国では，先述したクライン教授は，さきの提案と同時
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に，公判を受け持たない裁判宮lこ公判能会議を担当させることにも長所があ
ると指摘している。すなわち，公判を主催する裁判官が公判前に鷺督 (moni-
tor)することになると，会議から得られた情報によって，被告人の有罪・無
罪の判断lこ影響を与えるかもしれないと指摘しているのである 17)。たとえ
陪審裁判であっても，いずれにせよ裁判官による説示等で，裁判官が重要な
役割を演じるわけである。したがってこのような指措があること自体，不自
然なことではないと言えよう。
アメリカ合衆国における民事訴訟の公判前会議の発展に伴って，民事訴訟
の議論では，裁判官は，事実認定者，判断者たる役割から，むしろ訴訟管理
者としての役割に転化しているという分析もなされている 18)。この点、は，
刑事訴訟における準備手続論においても，十分に参考になり得るものであ
る。つまり，日本の場合にも，現実に，裁判官が具体的に指揮をすることが
念頭に置かれている。しかし，さらに裁判員裁判の場合には，裁判員と協働
して事実認定を行う役割が裁判官には課されている。したがって，裁判宮は
一つの機能を問時に果たすという使命を担うことになる。裁判官と裁判員と
の閣の情報格差という問題と時時に， このような別の視点から裁判宮の役割
を考えることもできる。
(4) 準備手続と証拠開示
わが国の関心においては，証拠開示の立法化とともに，公判前整理手続が
新7こに構成されようとしているところにある。しかし，英米の手続におい
て，このような定型的な準備手続と証拠開示との関連性lふ必ずしも明瞭で
はない。イングランド・クエーノレズの答弁指示聴聞は，証拠開示手続で問題
となる場合に利用されるという機能もある。同国においては，証拠開示の問
題が発生したときには，裁判官が具体的に判断する責任があるからである。
プロトニコア氏とクーノレフソン誌の調査によると，証拠開示の開題につい
て答弁指示聴間後に，何らかの特別な聴障が必要とされることも多いようで
ある19)。また，実際の第一次証拠開示は， 90%以上が答弁指示聴聞の前に
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行われるという。そして，いわゆる訴追慨が利用しない資料の開示について
は，答弁指示聴閣において，あるいはその前に行われることが多し第二次
証拠開示は答弁指示聴間後，公判前に行われることが 79%と圧倒的に多い
ということである 20)。また，公共の利益による免責 (PublicInterest lmmuni引
を理由とした非開示の申請について，答弁指示聴間後の公判前聴聞が余分に
行われるという影響があると報告されている21)。このような実態を見ると，
少なくとも，答弁指示聴問は証拠開示のためだけの手続であるというわけで
はないことに注意すべきである。もっとも，答弁指示穂聞がイングランド・
クエーノレズの証拠開示手続のための中間的段潜として用意されていると，理
解することが可能である。そして，証拠掲示において，何らかの争いが荷当
事者から生じることになると，実際上は，答弁指示聴聞が，裁判官の穣極的
な役割を果たす上で重要であると認識されている。そして，少なくとも，そ
の争いについて裁判官に申立てをする場として，答弁指示聴簡が期待されて
いる 22)。
アメリカ合衆国においては，証拠開示の申立てがあるものの，一間が会し
て，公開の会議を開くような手続はあまり利用されていない。また，アメリ
カ法曹協会 (AmericanBar Association)のモデノレ案においても，証拠開示営よ
り促進させるための手続として，三段階の手続を構想している。しかし，あ
くまでも会議は最終段措のものであって，何らかの必要的手段として，証拠
開示のための手続を会議に求めているわけでは必ずしもない23)。
準備手続ぞ法律によって定型的に開催するというよりも，むしろ証拠開示
法の整備という中身の問題の方が重要であろう。そして，そのための準備手
続の手続的役割は，多義的である。さらに，準備手続自体においては，証拠
開示のための手続的性格が希薄化されているという評価は，英米両留におい
て妥当するであろう 24)。
(5) 公判のための準備手続としての性格
裁判官の介入の程度という観点からさらに準備手続を考える上で，極めて
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重要な視点、は，あくまでも準備手続は「公判の準備のための手続」であっ
て，公判の代替手続，あるいは捜査的性格を帯びるものではないということ
である。仮に準傍手続が捜査的な性格を帯びるということになれば，それは
予審に近づいてしまうであろう。英米の準備手続では，この点は明確に指摘
されていると言えよう。
この点における端的な問題は，準備手続で得られた被告人の供述が，後
に，被告人に不利な証拠として利用され得るのかどうかである。アメリカ合
衆国の連邦刑事訴訟規則では，前述のように，この問題について明確に規定
されている。すなわち，被告人と弁護人の用意がある場合にのみ，被告人の
供述を証拠として利用することが認められているだけである。これは，口頭
による同意が， もともと被告人の意歯していたものではないときの保護措置
として，有効である。また， このように明確な同意を求めるのは，それらが
簡単に利用できる場合があるとすれば，そのような会議に被告人が参加した
がらなくなるからであると，説明されているお)。したがってアメリカ合衆
国の連邦刑事訴訟規則では，被告人の意思に反して，その供述が証拠として
利用されることは考えられない。イングランド・ヲエールズでも，このこと
についてはほぼ同様の理解に立っているし，むしろ，アメリカ合衆閤より厳
格である。
この点では，両閣において，参考となる事例があるので，以下に紹介す
る。
① United States v. McKinney事件判決(アメリカ合衆国)26) 
公判前会議については， 1985年アメリカ合衆国対マッキニ一事件判決が
参考になる。この事件は，被告人が連邦地方裁判所の陪審裁判にて有罪判決
を受けた事件である。この裁判の過程で，証拠開示について控訴段階でいく
つかの争点が主張された。その中で，公判前の当事者聞の悶意による証拠
が，公判で利用されるのかどうかが，ますこ，裁判所がその争点、について審査
すべきかどうかが争われている。
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そこで，次のように判示された。
fまず被告人は，公判の最中に当事者が以前の開示されていない口頭によ
る同意の存症を主張したときに，地方裁判所の役訴と対立当事者が反論で
きる範囲について申し立てた。この事件では，同意が書商によって記録さ
れていたり，あるいは，公開の法廷で朗読され地方裁判所によって承認さ
れない限りは，その同意は必然的に強制されることはなしそして，地方
裁判所は間意の範圏について生じた争点を解決する必要はない， と地方裁
判所は判示したようである。…〔略〕…ここでは，おそらし裁判所は，テ
キサス南地IK連邦地方裁判所の地方規則 (LocalRules) 1 (日)に依拠したよ
うである。その規則によれば，当事者間あるいは弁護士関の同意について
は，裁判所と連絡をとる，あるいは裁判所によって承認されない限りは，
強制力がないということが規定されているJor地方裁判所への公判前の同
意の提出は，もちろん，この事件で生じてきた誤解を潜在的に減少させる
だろう。そのうえ，刑事事件に関する規則 1(日)は，連邦刑事訴訟規則
17.1の精神とも一貫している。そこでは，刑事事件に関する公判部会議
を権限付け， w会議の最後に，裁判所が同意事現の覚書 (memorandum)を
準備，記録してよい』ことになっている。司法権の及ばない口頭による対
立当事者との同意に依拠することは，運任せの手続となり，私たちが奨励
しているものではないことは，明らかである J27)。
以上のように判示し，さらに裁判所は，地方規即 1(H)に強制力があるか
どうか，そして地方裁判所が口頭による陪意に強制力があるとすることが公
正の見地から妥当かどうか，判断する必要はないと述べた。
ここでは，公判前の両当事者間の同意の効力が争われている。したがっ
て，公判前会議の記録が証拠として利用されてよいのかどうかが，直接，争
われているわけではない。もちろん，公判前会議では，被告人と弁護人とが
同意していることが，証拠としての利用の前提であるから，そもそも公判前
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会議の記録が証拠として利用できるのかどうか， ということが争点、にはなら
ないのであろう。一方，この判例によれば，少なくとも，書面によって裁判
所において記録されているかどうか，あるいは公開の法廷で朗読されている
かどうかが重要な理由付けとなっていて，それが両当事者間の向意に強制力
があるかどうかの重要な判断要素となっていることがわかる。そして，それ
が，連邦訴訟規則 17.1の趣旨でもあるというのである。したがってこのこ
とによって，公判前会議で記録されること，つまり裁判所が十分に関与して
いることこそが，むしろ重要であることを示していることがわかる。
② Diedrich & Aldr・idge事件判決(イングランド・ワェーlレス:)28)
一方，イングランド・ワェーjレズの答弁指示手続について調査すると，む
しろ直接に，記録の証拠利用について争われたケースがある。ディードリッ
ヒおよびオー/レドリッジ事件判決である。この事件は，答弁指示手続の質問
票を公判で裁判官が紹介したのであるが，そのこと岳体が適切であったかど
うか関われた事例である。被告人は，控訴して，自分に不利にこの資料が公
判で利用され，さらに陪審が検討しないようにそれを排徐したり，あるいは
結審に不利誌に利用しないように適切に説示するようなことも裁判官が行わ
なかったと主張したのである。
この事例で，裁判官が答弁指示手続の質開票ぞ公判にで紹介した過程lふ
以下の通りであった。すなわち，主尋問 CEvidence-in-chief)で，ディード
リッヒは取諦べのときに兄弟を守ろうとして嘘をついたと述べた。裁判官
は，彼が主尋問で本当のことを述べようとしたことに関心を示し，答弁指示
聴間の質問票を持っていたので，ディードリッヒの街御lこはアリバイの抗弁
が含まれていること，そして，詳細が 14日以内に提供されたことを記録し
ており，ディードリッヒはまだ嘘に固執していて，その後に嘘を解消しよう
としていただけであると考えた。そこで，注意することもなく，パリスター
に尋ねることもなく，ディードリッヒの主尋問の簡に開題を提起して，ま
た，そのことについて尋ねる反対尋問の間に，向様に触れたのである。また
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裁判官は，パリスターが陪審のいないところで裁判官に開いただす機会ぞ提
供するよう求めたが， これも拒否したというものである。
控訴院は被告人の主張な次のように認めた。
i[王立裁判所の〕規則 1によれば，それゆえ，通常，答弁指示聴問で述
べられたことが公判で利用される資料の一部になるとは期待されていない
という主張が支持されるだろう。答弁指示聴聞で明らかにされたことが公
判にて陪審の前で紹介されるのは適切ではないと，私たちは言っているの
ではない。しかし，私たちは，そのようにすることが適切で、あるという場
合は，ほとんどないと考えている。私たちがこのように述べる理由の一つ
は，答弁指示聴聞の当初の白的を達成させるために，ご存じの通り， これ
まで、パリスターが努力してきた最大限の支援を，彼らが，気軽に，裁判所
に提供できるように取りはからうべきであると考えたからである。彼らが
放った雷葉が，公判で被告人に不利に利用されるのかどうか， という関心
事によって気軽に支援することが妨げられではならない。そのうえ，さら
に重要なこととして，仮に答弁指示聴聞で明らかにされたものが公判でも
明らかにされるよう求められるような稀な事件があったとしても，賠穫の
存在しないところで，パリスターにそのような方針が認められるかどう
か，開いただす機会が提供されることなく行われではならないと，裁判官
に対して私たちは強調しておく。第一審では，これが行われなかっただけ
ではなしレコーダー〔裁判官〕は，注意を促すこともなしそして事実
を誤解して公にしたがごとし鷺開票を紹介したのである。これは，重大
な問題となり得る最もよい例示である。したがって，控訴理由にな
るJ29l([ J文は引用者)。
イングランド・ヲエーノレズの場合には，答弁指示聴間についてパリスター
の協力を得られるかどうかが，重要な現実的関題であるから，パリスターの
意向をより尊重しているのであろう。しかし，特にイングランド・ワェーノレ
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ズの判例から示唆されることは，公判前の準備手続は，公判のための手続で
あって，取調べをするために用意されているものではないということが強調
されている点である。上記の判例は準備手続の性格を厳密に考えるとすれ
ば，理論的に一貫した判例であると言えるであろう。アメリカ合衆国の公判
前会議では，イングランド・クエーノレズほど厳格ではない。しかし，少なく
とも被告人と弁護人の同意を必要とすることが，法律上，定められている。
したがって，むしろこれらが合意書面のように利用されることを前提として
いるから，公判前会議を経ていない同意については，先に示した判例のよう
に否定的である。
このように，英米の両閣を見る隈り，準備手続における記録を証拠として
利用することは，いずれにせよ諮種的である。日本の場合においても，理論
的には，公判のための準備としての手続が，公判前整理手続に与えられた役
割である。両当事者が苦痛となるような手続となることや，公判前の前哨戦
のようなもう一つの公判手続となるに至っては，公判が単なる形式的な儀式
となり得ることにもなり，本末転倒であろう。さらに，わが閣の公判前整理
手続は，予審とは異なる手続である。この手続は，アメリカ合衆国で広〈行
われている予備審問というわけでもない。つまり，予備審間にあるような一
定の嫌疑があるかどうかのチェックをする機能は，公判前整理手続では予定
されているわけではない。あくまでも，準備手続で行うべきことは，公判の
ための審理計額を立てたりするための， r公判の準備活動j の一環であると
いう前提を認識する必要がある。このように考えるとすれば，公判前整理手
続の記録，供述などを，証拠として利用するべきではないことは明らかであ
る。仮に公開で行われないとすれば，なおさらであろう。
一方で、，わが国の場合には公判前整理手続で被告人の供述が不利に公判で
利用されることを危倶する意見も考えられる。そうすると弁護側は，被告人
を公判前整理手続には呼ばない方がむしろよい， と考えることもあり得るか
もしれない。しかし，刑事手続のいかなる段階においても被告人が参加でき
る， そして実際に参加する手続であるからこそ，適正手続の保障は実現す
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る。そうすると，仮に被告人が参加できないということになれば，公判前整
理手続の運用によっては，被告人による適正手続ぞ受ける権利が損なわれる
ことになり得ることも考えられるであろう。もっとも，現行法では，被告人
は公判前整理手続に出頭しなくてもよいという構造になっている。そこで最
近では，被告人の出席如何をめぐっては，詳細な検討が行われている。その
議論では，少なくとも弁護人の意見としては，出頭を促すかどうかについて
賛苔両論が存在する。そして，被告人の意向の他に，特に意向がない場合に
は，事案の性質，争いの樫度，被告人の性格，裁判所の傾向，公判前整理手
続で被告人が発言をする可能性などを考慮の対象にすべきであるという 30)。
すでに述べたように，被告人が手続に参加する権利は基本的な事項である
と言えるであろう。それにもかかわらず， このような議論が起こるのはなぜ
であろうか。そこには，アメリカ合衆冨における公判前会議の導入過額で，
弁護側から提起されていた不利益供述の引出しという性格への懸念と類似す
る手続の性格への懸念があるからであろう。しかし，アメリカ合衆国では，
少なくとも記録として残す場合には，被告人，弁護人の悶意を必要とするこ
とにしたし，そもそも，公判前会議については被告人が参加するということ
こそ，その大前提にある。ましてや，被告人を抜きにした公判前会議のあり
方が，大きく議論されていたわけではない。一方，わが閣の議論では，そも
そも被告人が公判前整理手続に当然のごとく出席しているということではな
くて，出席できるという形になっている。そうすると，実際上，被告人を抜
きにした手続が存在しでもよいということであり，そのことについてあまり
疑問も提起されていない。そこに議論の相違が日米の関にあって，わが闘の
場合には公判前整理手続への被告人の出席如何について賛否両論が生じるこ
とになるのであろう。
しかし，被告人の出席の是非について，個別の事情によって判断されなけ
ればならないというのであれば，準備手続の本質から議離していくに違いな
い。むしろ，手続を再考する必要があるのではないだろうか。そして，そも
そもこのような賛否両論が生じること自体を問題視すれば，本来的には，被
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告人に不利益な発替を後に公判で利用することは許されないと理解すべきで
あろう 31)。
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21) Id. at 86. 
22) JOHN ARNOLD Epp， BUILDING ON THE DECADE OF DISCLOSURE IN CRIMINAL 
PROCEDURE 265 (Cavendish Publishing Limited， 2001).なお，イングランド・ヲェー
ノレズにおける証拠開示法制に関する詳細な研究として，松代剛校『刑事証拠開示の
分析.1 (日本評論社， 2004年)参照。
23) なお，いわゆる Bradymaterialと呼ばれている「被告人に利援となる証拠 Cevi国
dence favorable to the defendant or exculpatory evidence) Jを検察側が凋示する時
期についての最近の調査がある。それによると，遠邦地区裁判所においては，ア V
4ンメントのとき，アレインメントの白から 5日以内から 28日以内まで，証拠開示
の会議のときなど，地区によって，時間制限を設けているところがあるという。そ
の中で，公判前会議の前まで，あるいは公判官立会議のときまで， という時間制限を
設けている地区が多いと報告されている。このことから，地域によって運用が異な
るが，公判前会議が，証拠開示の運用に利用されている場合もあるが，必ずしもそ
うでない場合も多いと思われる。ただし， rできる狼り平<J， r公判前までJなどと
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いったように，特別な時間制限を設けていない地区もある。 SeeLAURAL L. HOOPER 
ET AL.， TREATMENT OF BRADY V. MARYLAND MATERIAL IN UNITED STATES DIS-
T武ICTAND STATE COURTS' RULES， ORDERS， AND POLlCIES: REPORT TO THE ADVト
SORY COMMITTEE ON CRIMINAL RULES OF THE JUDICIAL CONFERENCE OF THE 
UNlTED STATES 12-13 (Federal Judicial Center， 2004). 
24) 新しい証拠関示法制については，椎橋陵幸「公判前整理手続と証拠開示J現代刑
毒事法6巻 12号 17Jl[以下 (2004年)など参照。
25) CHARLES ALAN WRIGHT ET AL.， 3C FEDERAL PRACTICE AND PROCE-
DURE: CRIMINAL 3d， S 292 (れJestGroup， 3r・d.，2000). 
26) United States v. McKinney， 758 F.2d 1036 (5th Cir.， 1985). 
27) Id. at 1047. 
28) [1997J 1 Cr. App. R. 361. 
29) Id. at 367-68. 
30) 日本弁護士連合会裁判員制度実施本部編『公判前整理手続を活かす一一新たな手
続のもとでの弁護実務~ 37-38頁(現代人文字土， 2005年)。なお，現在のところ，
被告人の出頭を裁判所が求める場合lこは，事前に弁護人の慈克を聴くことが想定さ
れている。同 30頁参照。刑事訴訟規則 217条の 10につき，裁判所が被告人に出頭
を求めるときには，検察官，弁護人に遥知する旨の規定がある。な:lo'規則の説明に
ついては，高橋康明「刑事訴訟規則の一部を改正する規則の概要J'j!U例タイムズ
1180号 9頁以下 (2005年)参照。
31) 日本弁護士連合会裁判員制度実施本部編・前掲注29，37-38頁によれば，被告人
の公判前整理手続での発言が後に不利に作用することが否定できないとする。とい
うのも，被告人の供述は，公判前務返手続務委の必婆的記載事項に掲げられていな
いが，裁判官の質問lこ対する被告人の発言や，それ以外での発言が任意的記載事項
として調警に記載される場合があると説明されているからである(刑事訴訟規則
217条の 14第 1，2項)。とはいえ，公判前の準備手続の性格は，そもそも，両当事
者の協力を求めることによって成り立つものであると考えられる。また，そうでな
ければ手続の性格をゆがめてしまうものであるから，そもそも，任意的記載事項と
しても，記述すべきものではないと考える。
V おわりに
本論文では，比較法的手法を用いて1)，刑事訴訟における公判前整理手続
の役割と講造を検討してきた。論点は多岐にわたり， どのような手続が正当
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なものなのか，おそらく明確な結論を見出すことは難しい。しかも，わが国
においては，公判前整理手続は法律によって定められ，運用され始めたばか
りであり，そのあり方はまさに今後の運用如何に関わっている。その意味
で，極めて実務的，行政的色彩の強い性格のものかもしれず，今後の運用を
見極める必要がある。しかし，公判前整理手続は，刑事手続において重要な
ものと認識されているだけに，今後の運用のあり方を，具体的に検討する必
要性が高いものである。
本論文では，このように検討意義の高いと思われる準備手続のあり方を，
当事者主義を標梼するアメリカ合衆冨とイングランド・クエーノレズの手続と
の比較検討によって，考察を進めてきた。興味深いことに，かつての日本の
集中審理論によって注目されていた公判前会議は，アメリカ合衆国ではあま
り利用されずに規定だけが残っているという興味深いな現在がある。一方，
その手続を発祥として引き継がれていったとされるイングランド・ワェーjレ
ズにおいては，定型的な答弁指示聴聞の有効性が，ここ近年，常に関われ続
けているという現実がある。日本の場合には，イングランド・クエーノレズの
答弁指示聴簡や予備的審理の存在は，立法過程においても紹介されている
が，そのような類似した手続を，一挙に，新しく導入しようとする試みであ
ることも，興味深いところである。本論文では，この三カ国のユニークな関
連性を，まずは描くことができたものと考えている。
このような方法論に基づく比較法調査から翻って，わが国の公判前整理手
続に関する最近の議論を直視すると，公判前整理手続への関心は，かなり高
いものとなっている。これは，裁判員が参加する刑事裁判が，現行刑事訴訟
法の制定以降，容在しなかったことに対する，過剰なほどの反応と見るべき
なのか，それとも，連目的関廷を果たすという命題を実現するための最低限
の要請として理解すべきものなのであろうか。いずれにせよ，その重要な役
離が期待されている手続を定型的に設ける以上，被告人の権利保揮，手続の
正当性が確保され，そして，被告人が納得できる手続であるのかどうか，常
に聞い続ける必要がある。
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一方で，準備手続としての公判前整理手続は，この手続を必要としないの
であれば，特に開催する必要性がない性格の手続であると言える。すなわ
ち，証拠開示法の拡充と当事者間のイニシアチプ、によって公判の準備が行わ
れるのであれば一裁判員裁判の場合には必要的とされたものの一本来的には
必要のないものであると言えるであろう。定型的な形から入ることも重要で
あるが，伺が目的なのかを明らかにし，その目的のために伺が必要かどうか
を検討することが重要で、ある。そして，公判前整理手続のような準備手続
は，本来的には必要的というものであるのではなしなければそれにこした
ことはない， という謙抑的な性格のものであるということを，まずは認識，
確認する必要がある2凡なぜなら，この手続は単なる準備のための手続で
あって，公判を実現するための手段にすぎないからである。手段が目的と
なってしまってはならないであろう。
確かに，当事者主義訴訟を一言で説明することは難しいし，各閣の手続の
陵史や法廷の運用のあり方など，単純に比較することはできないであろう。
しかし，アメリカ合衆国やイングランド・ワェーjレズの歴史的過程を概観
し，さらに比較法的見地から，手続のあり方を検討すると，少なくとも上記
の準備手続についての性格を指摘することができる。両国と比較すると， こ
れまでの運営からの大胆な変革を要求されているわが国の現状にあっては，
公判前整理手続の存在が過度に強調されているところがある。しかしそれで
は，本来の準備手続としての性格から徐々に逸脱していくのではないか， と
いう懸念を持たさやるを得ない。むしろ，これらの上記の性格を十分に再認識
する必要があるのではないだろうか。
このような準備手続の謙抑的性格から，さらにいくつの重要な視点、を提供
したい。まず，第一に，刑事訴訟において，準備手続という存在自体の意義
である。おそらしこの意義については，理論的な検討よりも実証的検討に
委ねられるものである。そして，アメリカ合衆閣では，実際上あまり必要で
はなくなり，イングランド・>7エーノレズでは，なおその必要性が議論されて
いる。蒋在意義を認めるとすれば，あくまでも， I公判の準備のための手
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続Jに徹することであり，それ以上のものでも，それ以下のものでもない。
ただし，本論文の結論は，準備手続の意義自体を否定するものではない。し
かし少なくとも，本来的には「必要ないのであればなくてもよい」という手
続であると位置付けることはできる 3)。それは，あくまでも公判のための準
備活動であるからである。また，当事者主義訴訟を採用する限りは，裁判官
の介入は消極的に見られる。しかし， これはその訴訟哲学を前提とする限
h むしろ当たり前の役割とみなすことができる。裁判所の介入をできるだ
けなくすという方向性は，本来，検討されてしかるべきものであろう。そう
すると，結局のところ，最も重要な部分は，準備手続への過度な期待をする
というよりも，当事者主導に基づく十分な証拠開示の実現がむしろ重要であ
り，それに尽きるということになるのではないだろうか。
第二に，準備手続をより有効なものと捉えて考察するとすれば，それ以前
の段階の両当事者の活動の活性化が必要となる一方で，当事者主義を基礎と
した，公平な口頭主義に基づく公判の活性化という自的を見失ってはならな
いという視点が重要である。そして，準備手続を有効なものとするために
は，もちろん，被告人の権利が侵害されるような手続であれば，その浮在意
義はない。特に，弁護人の援助を受ける権利が実質的に保障される必要があ
る。したがって，①弁護人と被疑者との充実した相談の保障し②公判重
視の模索が，本来，合わせて追求されなければならない。
公判前手続の権利保障が進んでいるイングランド・ワエーノレズの刑事手続
においてですら，なお，弁護人と被疑者との相談過程の充実，そして被疑
者・被告人の弁護権拡充の保障が様々な視点、から要求されている。まして
や，アメリカ合衆国においては，公判前の準備・調査活動は大変に重要な
活動と考えられている。いわゆる有効な弁護ぞ受ける権利低ightto effective 
counsel)の保障として，弁護人におけるこの役割は重要視されている 4)。公
判前整理手続は，公判の前に行われるという性格であるが，より広い視野で
考える必要性がある。これまで捜査手続における弁護権保障の強化が求めら
れ，被疑者国選弁護制度の設立が実現することとなった。しかし，公判前整
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理手続~より機能させるためには，その中身である十分な準備活動， そのた
めの弁護権の充実化が前提とされなければならないであろう。
第三に，偲らかの準備手続を構想するとすれば，さらにその手続の公平さ
も確保される必要がある。公判前整理手続は，公判の準備手続であるからと
いう理由で， どのような形態のものであってもよい， ということではない。
手続は，公正かつ適正なものでなければならない。そして，この視点は，公
判前整理手続を評価する上で最重視しなければならない事項の一つであろ
う。そこでこの視点から次にいくつかの論点について言及しておく。
CD まず重要な論点、として，準備手続の公開の問題がある。公開，非公開
の如何については，法定されていないものの，一般的には，公判前整理手続
は非公開と理解されているようである5)。しかし，この当然の前提lこは疑問
がある。というのも，なぜ非公開にしなければならないのか，その明確な理
由が見当たらないからである。アメリカ合衆国の公判前会議やイングラン
ド・クエー ノレズの答弁指示聴関で、も， それぞれ公開で行われている。非公開
にすることにより，適正予続の保障が保たれないおそれがあるという問題こ
七重大である6)。むしろ，原則として公開によって運用すべきことを考え
るべきであろう 7)。
② 次に，あくまでも準備手続なのであるから，要は，手続が公平なもの
として運用されるということが前提のもとで，本来的には，両当事者の「協
力j そ求めることによって，公判前の準備手続は正当かつ意義のある手続に
なるということが，重要な視点、である。したがって，碍当事者にとって不利
益なことがあれば，それを改める必要がある8)。もともと，公判前整理手続
は，準備手続という本来的性格を考えると，あまり期待をかけではならない
ものであるが，問時に， これを強制的に行うという性格のものであっては，
両当事者の不満を買うものであり，公正性は保てないであろう。検察側およ
び弁護側の任意の協力によって， この手続に対する公正さが保たれ，効果的
に運用されるという性格のものであることを理解すべきである。そこでは特
に，被告人の権利保障という視点が忘れ去られではならない。少なくとも被
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告人が公判前整理手続に出席して，そこでの供述が不利益に公判で利用され
たりすることがあれば，自発的な出席が被告人lこは望めないであろう。この
ようなことが多ければ，準備手続の公正さ自体が，疑わしくなるであろう。
③ また，準儀手続において，充実した公判活動に備えて，準備をすれば
するほど，裁判官は実体に入らざるを得ないという性格のものである。した
がって，むしろ，もともと公判を主宰する裁判官とは別の裁判官が準備手続
を担当することが，その意義を尊重するのであれば，望ましいことに疑いは
ないであろうの。現行法では，裁判官が過度に介入して予断念生じたような
場合のように，場合によっては，公正な裁判を受ける権利(主憲法37条 l項)
に違皮する場合も十分にあり得ると思われる。そして，間ーの裁判官が準備
手続と公判を取り扱うという状態は，管理者と事実認、定者というニつの役割
を混同させるだけでなく，結局は，公判前整理手続の存在意義を低減させる
ものであると考えられよう。なお，イングランド・クエーノレズの場合には，
陪審裁判が待ち受けているのであるから，同じ裁判官が担うということにつ
いては，あまり議論にならない。また，実擦に同じ裁判官が受け持つことこ
そ，むしろ効果的であると考えられ，そのような状況にないからこそ，準備
手続の判断にその後の公判裁判官に対する判新への拘束力を付与しようとい
う動きがあったわけである。したがって， これまで論じてきた準備手続の諸
条件を整えることが前提であるが，そうでないとすれば，公判前整理手続は
より軽い手続を構想せぢるを得ない。すなわち，そのような前提がないとす
れば，拘束力を付与するとしても，それに対する事情変更の可能性伝残して
おくのでなければ，両当事者にとって，あまりにも過酷な手続となるであろ
フ。
本論文では，公判前整理手続の役割と構造の大枠を，イングランド・
ワエーノレズとアメリカ合衆国とわが国との興味深い関係性を意識しながら，
比較法的知見も交えつつ，考察を試みてきた。まだまだ検討が十分に至らな
い課題がある。しかし，少なくとも，準備手続の本来的な性格について，そ
して，刑事訴訟全体の視点からの基本的展望について訴すことができたと考
143 
えている。ただしここでは，いくつかの展望を示したにすぎない。残された
課題については，今後の課題として検討していくこととしたい。
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査団)によれば，イタリアにおいては， r公半日準備」手続は「非常にあっきりしたも
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まずこ，第一回公判期日の七日前までに裁判所に提出される証拠調べ請求予定の証
人，鐙定人等のリストそもとに，各自準備を行うというのみであるJという。
2) その他lこ，例えば，白取祐苛「新たな準備手続と迅速な裁判一一自己負罪拒否特
権・予断排除の原則との関連において一一J現代刑事法6巻 12号 14頁 (2004年)
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題であり，また，充実すぎて公判廷における心託形成，事実認定を骨抜きにするよ
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ろう。すなわち，あらかじめ第一回公判期日を早めに開催し，罪状認否に応じて準
備のあり方を考えるというのは，準備手続のあり方な柔軟に考えていくという思考
と繋がるように恩われる。その主張については，平野龍一 f刑事訴訟促進の二つの
方法Jジュリスト 227号6頁 (1961年) (W訴因と証拠J[脊斐騎， 1981年所収〕
182-83頁)参照のこと。
4) この点で， ドイツの刑事公判改革と証拠申請権についての研究から，本論文と悶
機の結論を毒事くものとして，国淵浩二「ドイツ刑事公判改革と証拠申請権制限論」
法政研究8巻2号 71頁 (2003年)がある。田淵論文は，刑事手続改革とは毒事前の
準備手続の充実による公判審理の迅速化であるから，被告人側の視点からは，公判
審理並行型から事前準備型弁護への転換が求められている改革といえる (71頁)と
して，捜奈および公判前手続を通じた防御活動の手段の保障を合わせて検討するこ
とが不可避であろうとする。ますこ，充実した弁護体制の保障を課題として掲げるも
のとして，白取・前掲注2，15頁参照。
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6) 大阪弁護士会・裁判長制度実施大阪本部編『コンメンター/レ・公判前整理手続j
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15-16頁(現代人文社， 2005年)では，非公開で行うことへの問題点として，密室長
化する裁判，公判前護理手続は重要な事項を扱うものであるということを理由に掲
げている。そして，運用上の注意点として，被告人の強い要請がある場合には，公
開とすること，裁判の帰趨にE重大な影響を与えるかもしれない手続には，できる限
刑事訴訟における準備手続の役割と構造 (3・完)
り公判期日において行うようにすること，公判前整還手続の実質的な部分はできる
だけ当事者間の進行させるようにして，公判前整理手続期日における裁判所の訴訟
指揮に委ねる部分をできるだけ限定するようにする， と指摘している。悶 16支。
7) 総越溢弘『裁判員制度と閤民の E立法参加一一刑事司法の大転換への道~ 108頁
(現代人文社， 2004年)も，原則として公開にすべきことを?指摘している。そし
て，公開することによって公判手続に支障が生じる場合には，裁判官の裁量によっ
て非公開とする旨の規定を刑事訴訟規則に定めるべきであるとする。
8) なお，公判部整理手続と関連して，被告人側の主張明示義務が黙秘権の侵害に当
たる可能性を指摘する傾聴すべき見解がある。沸j野賃金「裁判員制度と刑事手続改
革J法律時報76巻 10号 34頁 (2004年)参照。具体的に，隠「公判前整理手続の
問題点j季刊刑事弁護41号25頁 (2005年)は，被告人側主張・証拠調べ請求の義
務付けについて，検察官に対して被告人側によって指摘された自らの主張の弱点を
克服，修正した上で公判という心証形成場面に潟む機会を与えることは不利益にな
る， と主張する。この問題は，公判前整理手続から必然的に派生する問題ではな
しむしろ，偲別に議論すべき問題ではあるが，その義務の範留が特定事項(例え
ばアリバイ)に限定されるべきものであったかどうかも，本来であれば，より深〈
議論されるべきことであった。一方で，前提条件として，弁護体制の充実化がその
前提であるという指橋も多い。白取・前掲注 2，13頁など参照。さらには，会間的
な証拠開示の充実，未決被拘禁者に対する外部交通機，接見交通権のさらなる拡充
なじ捜査手続の擦利保障の充実化を考える必要が高いと蓄えよう。また，被疑者
段階における保釈制度の創設も議論の対象になるであろう。
9) 情報格差の問題令指摘するものとして，水谷規男「裁判員のカを最大限lこ引き出
すために」季刊刑事弁護41号 14頁 (2005年)，頭村健「公判前整潔手続創設およ
び連日的関廷の法定化の緩緯」季刊刑事弁護41号 21頁 (2005年)，白取・前掲注
2， 15頁など参照。
{付記】 本研究は，平成 14，15年度科学研究費補助金・若手研究 (B)r刑事裁
判における準備手続の研究jによる研究成果の一部である。
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